
北海道教育庁等職員のワークライフバランスの推進に関する指針【概要】 

１ 策定の趣旨 

○ 仕事や生活のあり方に関する価値観が多様化する中、職員の心身の健康に及ぼす影響等を考慮す
るとともに、様々な背景を持つ全ての職員が安心して働き続けることができる環境を整備し、組織
活力の向上を図るため、職員のワークライフバランス（仕事と家庭の調和）の確立に向けた指針を
定めるものです。 

 
２ 計画期間・数値目標 

 (1) 取組期間 
   令和７年度～令和 11 年度（５年間） 
 
 (2) 数値目標 

  職員一人当たりの年次有給休暇取得日数 15 日 
 

３ 主な取組 
  

働き方の見直し 

○ 職場改善 
業務平準化、応援体制の整備 

○ 業務改善 
 業務プロセスの見直しやシステム化など、効率的な行政運営 
庁内で実施する会議・打合せは、原則、ペーパーレスで実施 

時間外勤務の 
縮減等 

○ 時間外勤務の上限 
１箇月 45 時間以内、１年 360 時間以内（※特例業務の場合等を除く。） 

  ＜特例業務の場合＞ 
  ① １箇月 100 時間未満 
  ② １年  720 時間以内 
  ③ ２～６箇月の平均（前年度分を含む） 80 時間以内 
  ④ 45 時間を超えて時間外勤務を命ずる月数 １年について６箇月以内 
○ 時間外勤務の事前命令と退庁管理の徹底  

時間外勤務命令や、退庁管理などのルールの徹底 
○ 勤務時間の適正管理 
  勤怠管理システムによる出勤状況・時間外勤務命令の記録確認等 
○ 時間外勤務縮減の取組 
  定時退庁日の設定等の取組 

多様で柔軟な 
働き方の推進 

○ 休暇の取得促進 
リフレッシュウィークなど休暇取得促進策の展開 

○ テレワークや時差出勤の積極的な活用 
  「ワークライフバランス推進強化期間」等を活用した意識啓発 
○ 仕事と私生活の両立 

仕事と子育て又は介護の両立支援、自己啓発等の必要性や制度等の周知 

 


